様式第１号（第２条第１項関係）記載例


住宅確保要配慮者居住支援法人指定申請書

〇〇年○○月○○日

神奈川県知事　殿

法人の住所　〇〇市〇〇〇〇〇〇
法人の名称　株式会社〇〇〇〇
代表者氏名　代表取締役　〇〇　〇〇


住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第59条第１項の規定による住宅確保要配慮者居住支援法人の指定を受けたいので、以下のとおり添付書類を添え、申請します。


１　支援業務の種別：法第62条第〇号、第〇号、第〇号に掲げる業務
(コメント)法第62条第１～５号のうち、居住支援法人として行おうとする支援業務を記載
・第１号：登録住宅の入居者への家賃債務保証
・第２号：賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談(住まい相談、物件紹介等)
・第３号：見守りなど要配慮者への生活支援
・第４号：賃貸人への賃貸住宅の供給の促進に関する情報提供
・第５号：残置物処理等(モデル契約条項を活用して実施)
(・第６号：第１～第５号に附帯する業務)←支援業務として行う場合は記載







２　支援業務を行う事務所又は営業所の名称及び所在地
　　　株式会社〇〇〇〇
　　〇〇市〇〇〇〇〇〇

３　役員の氏名(コメント)役員数が多い場合は「別紙役員名簿のとおり」として、
別紙に記載することも可


　　　代表取締役　〇〇　〇〇
　　　取　締　役　〇〇　〇〇
　　　監　査　役　〇〇　〇〇

４　支援業務以外の業務の内容：不動産仲介事業、介護事業
(コメント)居住支援法人として行う業務以外の業務を行っている場合は記載


５　支援業務を開始しようとする年月日：〇〇年○○月○○日
(コメント)指定年月日の希望がない場合は「指定を受けた日」と記載



６　支援業務を行おうとする区域：〇〇市〇区、〇〇市、〇〇町
(コメント)具体的な市町村名を記載（市町村一部区域も可）
県内全域を業務区域とする場合は「神奈川県内全域」と記載




７　支援業務の対象とする要配慮者：高齢者、生活困窮者、身体障害者、精神障害者
(コメント)支援対象とする要配慮者を記載例別添の住宅確保要配慮者一覧から選択の上、記載
全ての要配慮者を支援対象とする場合は「全ての要配慮者」と記載



８　支援業務に関する問合せを受けるための連絡先：〇〇〇-〇〇〇-〇〇〇〇
(コメント)要配慮者からの相談等を受ける電話番号を記載



【添付書類】
(1) 　法第60条第２項第１号に規定する支援業務の実施に関する計画書（但し、次に掲げる事項を記載するものとする）
　　ア　組織、人員及び運営に関する事項
　　イ　支援業務の概要及び実施の方法に関する事項（住宅確保要配慮者から対価を得て支援業務を行う場合においては、当該支援業務の内容、対価及び提供の条件に関する事項を含むもの）
ウ　地方公共団体並びに住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に資
する活動を行う者及び住宅確保要配慮者の福祉に関する活動を行う者との連携に
関する事項
    エ　支援業務に係る人材の確保及び資質の向上に関する事項
(2) 　申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録、事業報告書、収支決算書及び貸借対照表（申請の日の属する事業年度に設立された法人にあっては、その設立時における財産目録）
(3) 　定款及び登記事項証明書（これらに準ずるものを含む。）
(4) 　申請に係る意思決定を証する書類
(5) 　役員の氏名及び略歴を記載した書類
(6) 　申請年度の事業計画書及び収支予算書
(7) 　申請以前（申請年度の過去５年に限る）の居住支援に資する活動の実績（申請年度の過去５年のうち直近の活動実績の存する年度分のみ）を示す書類
(8) 　法人の組織及び事務分担を記載した書類
(9) 　個人情報保護規程その他これに準ずるもの
(10)　申請者が法第62条第１号に掲げる業務及び同条第５号に掲げる業務を行おうとする場合は、当該業務に係る経理とその他の業務に係る経理とが区分されていることがわかる書類
(11)　申請者が第６条に基づく推薦依頼を市町村へ行っている場合は、推薦申請書の写し
(12)　支援法人指定に関する誓約書（様式第34号又は第35号）
(13)　その他支援法人の業務に関し参考となる書類
